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第２章 子ども・子育てをめぐる本町の現状 

１ 統計からみた本町の現状 

（１）人口の推移 

本町の総人口は、平成 26 年 1 月 1 日現在 32,788 人で、平成 22 年をピークに年々

減少傾向で推移し、同様に 1 世帯あたりの人員も減少しています。 

また、年齢 3 区分別の人口構成をみると、年少人口（0～14 歳）は、平成 26 年時点で

3,053 人（総人口の 9.3％）となっており、平成 22 年と比べ 403 人減少しています。 

一方、高齢者人口（65 歳以上）は平成 22 年と比べ 1,003 人増加しています。 

資料：埼玉県 住民基本台帳年報（各年 1月 1日現在） 
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（２）出生の動向 

本町の出生数は、平成 16 年に大幅な減少して以降、多少の増減を繰り返しながら減少

傾向で推移しています。平成 24 年の出生数は 131 人となり、平成 15 年以降で、最も低

い数値となりました。 

また、合計特殊出生率は、平成 16 年に 0.98 と減少を続けてきましたが、平成 22 年

には 1.08 に回復しました。その後、また減少傾向に転じ、平成 24 年には 0.78 となっ

ています。全国や県と比べてみても、大きく下回っています。 

資料：埼玉県保健医療部保健医療政策課 

資料：埼玉県保健医療部保健医療政策課 

※合計特殊出生率：15 歳から 49 歳までの女子の年齢別出生率を合計したもの。1人の女性が一生に産む子どもの

数とされる。 
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（３）婚姻の動向 

国勢調査によると、本町の男性及び女性の未婚率は、平成 12 年から平成 22 年にかけ

て男女ともに上昇しています。年齢階級別でみると、30～34 歳の男性は、平成 12 年の

43.9％から 18.7 ポイント、女性では、25.5％から 16.7 ポイントの大きな上昇がみられ

ます。同様に、35～39 歳では、男性は平成 12 年から 15.5 ポイントの上昇、女性は 14.9

ポイントの上昇をしています。 

男性 20～24 歳 25～29 歳 30～34 歳 35～39 歳 40～44 歳

H12 年 95.2% 74.1% 43.9% 29.8% 17.4%

H17 年 95.9% 79.1% 55.6% 34.7% 25.9%

H22 年 95.3% 81.1% 62.6% 45.3% 32.5%

女性 20～24 歳 25～29 歳 30～34 歳 35～39 歳 40～44 歳

H12 年 90.8% 60.0% 25.5% 9.9% 5.5%

H17 年 93.5% 66.9% 35.7% 19.4% 8.5%

H22 年 93.6% 72.0% 42.2% 24.8% 17.6%

資料：国勢調査 
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（４）女性の就業状況 

国勢調査から本町の女性の就業率をみると、結婚や出産を機にいったん仕事を離れ、子

育てが一段落した後、再び就労するという傾向が続いていることから、20 歳代半ばと 50

歳前後という 2 つのピークをもついわゆる「M 字カーブ」を描いています。 

平成 12 年から平成 22 年にかけては、年齢階級別にみると 30～34 歳がその底辺とな

っています。そして、この M 字カーブの落ち込みは、少しずつ緩やかになってきている傾

向がみられます。 

 

 

 15～19 歳 20～24 歳 25～29 歳 30～34 歳 35～39 歳 40～44 歳 45～49 歳 50～54 歳 55～59 歳

H12 年 10.8% 66.4% 68.5% 57.3% 58.6% 67.9% 66.4% 66.0% 53.9%

H17 年 11.2% 63.4% 72.0% 64.2% 67.1% 69.8% 72.6% 66.9% 59.5%

H22 年 13.4% 61.9% 78.3% 68.5% 69.7% 73.8% 75.7% 70.5% 62.0%

資料：国勢調査 
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（５）人口推計 

本町の未就学児と小学生の平成 27 年から平成 31 年までのコーホート変化率法による

人口推計をみると、未就学児及び小学生ともに減少傾向で推移すると予測されます。0 歳

児をみると平成 31 年では 142 人と、ここ 5 年間で 14 人減少することが見込まれてい

ます。 

[単位：人] 

Ｈ27 年度 Ｈ28 年度 Ｈ29 年度 Ｈ30 年度 Ｈ31 年度 

0 歳 156 154 151 146 142 

1 歳 172 168 166 163 158 

2 歳 151 181 177 175 172 

3 歳 182 158 189 185 183 

4 歳 208 186 162 194 190 

5 歳 204 210 188 164 196 

6 歳 180 207 213 191 167 

7 歳 190 181 208 214 192 

8 歳 199 191 182 209 215 

9 歳 195 197 189 180 207 

10 歳 217 198 200 192 183 

11 歳 237 217 198 200 192 

資料：コーホート変化率法による人口推計 
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２ 子育て支援サービスなどの現状 

（１）保育所（園）などの状況 

① 保育所（園）入所児童数

本町の平成 26 年の保育所（園）の施設数は、公立が 3 か所、私立が 3 か所となって

います。入所児童数は、平成 22 年以降やや減少傾向にあり、平成 26 年では平成 22

年に比べ 37 人減少の 466 人となっています。また、充足率は平成 22 年以降 100％

を超えて推移していましたが、平成 26 年には 99.1％となっています。 

区分 Ｈ22 年 Ｈ23 年 Ｈ24 年 Ｈ25 年 Ｈ26 年 

公立 

施設数（か所） 4 4 3 3 3

定員（人） 305 275 250 250 250

入所児童数（人） 277 234 213 216 221

充足率（%） 90.8 85.1 85.2 86.4 88.4

私立 

施設数（か所） 3 3 3 3 3

定員（人） 195 210 215 220 220

入所児童数（人） 226 251 265 257 245

充足率（%） 115.9 119.5 123.3 116.8 111.4

合計 

施設数（か所） 7 7 6 6 6

定員（人） 500 485 465 470 470

入所児童数（人） 503 485 478 473 466

充足率（%） 100.6 100.0 102.8 100.6 99.1

資料：子育て支援課（各年 3月 31 日現在）管外受託含む 
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②保育所待機児童数

本町において国の定義※による待機児童は発生しておりません。 

※■保育所入所待機児童とは（主なもの）【厚生労働省雇用均等・児童家庭局保育課】 

・保護者が求職中の場合については、一般に、児童福祉法施行令（昭和 23 年政令第 74 号）第 27

条（児童を保育することができないと認められる場合）に該当するものと考えられるところである

が、求職活動も様々な形態が考えられるので、求職活動の状況把握に努め適切に対応すること。 

・広域入所の希望があるが、入所できない場合には、入所申込者が居住する市町村の方で待機児童と

してカウントすること。 

・いわゆる”入所保留”（一定期間入所待機のままの状態であるもの）の場合については、保護者の

保育所への入所希望を確認した上で希望がない場合には､除外することができること。 

③ 認定こども園の状況

本町には認定こども園はありませんが、他市町の幼保連携型認定こども園に入所して

いる児童は数名います。 

④ 認可外保育施設等の状況

本町には認可外保育施設等の施設はありませんが、他市町の家庭保育室を利用してい

る低年齢児がいます。 

（２）子育て支援サービスの状況 

① 一時預かり事業の状況

一時預かり事業は、平成 21 年度から平成 25 年度まで 1 か所で実施しています。延

べ利用人数は、年度により若干の変動がみられます。 

Ｈ21 年度 Ｈ22 年度 Ｈ23 年度 Ｈ24 年度 Ｈ25 年度 

実施施設数（か所） 1 1 1 1 1

延べ利用人数（人） 824 1,204 528 902 642 

資料：子育て支援課 



第２章 子ども・子育てをめぐる本町の現状 

15 

② 障害児保育事業の状況

障害児保育事業は、平成 25 年度は 4 か所で実施しています。延べ利用人数は、平成

23 年度からほぼ一定の利用人数で推移しています。なお、近年は医療を必要とする児童

の希望もあり、受入れ体制等の課題があります。 

Ｈ21 年度 Ｈ22 年度 Ｈ23 年度 Ｈ24 年度 Ｈ25 年度 

実施施設数（か所） 4 4 3 4 4

延べ利用人数（人） 11 11 5 6 6

資料：子育て支援課 

③ 病児・病後児保育事業の状況

本町では、病後児保育事業は、実施していません。 

④ 学童保育（放課後児童クラブ）の状況

本町の放課後児童クラブは、町内の全小学校区（6 小学校区）に設置されており、平

成 26 年度は 7 か所で実施しています。平成 22 年以降は 300 人前後で推移していま

すが、少子化の進行により今後は減少が見込まれます。 

区分 Ｈ22 年 Ｈ23 年 Ｈ24 年 Ｈ25 年 Ｈ26 年 

入所児童数（人） 283 300 316 294 283 

か所数（か所） 7 7 7 7 7

資料：子育て支援課（各年 4月 1日現在） 

⑤ 地域子育て支援センターの状況

地域子育て支援センターは、平成 25 年度は 2 か所で実施しています。子育てに関す

る相談件数は平成 22 年度までは 200 件前後でしたが、平成 23 年度以降は 100 件以

下で推移しています。 

○子育てに関する相談

区分 Ｈ21 年度 Ｈ22 年度 Ｈ23 年度 Ｈ24 年度 Ｈ25 年度 

相談件数（延べ件数） 190 221 22 52 68 

資料：子育て支援課 
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⑥ ファミリー・サポート・センターの状況

ファミリー・サポート・センターの活動件数は平成 21 年度に 514 件で、22 年度か

ら 24 年度までは 400 件前後で推移し、平成 25 年度は 559 件となっています。 

提供会員が増加している一方で、依頼会員に比べ、提供会員と両方会員の合計が少な

い現状が続いています。なお、平成 25 年度から病児・病後児預かりも開始しました。 

区分 Ｈ21 年度 Ｈ22 年度 Ｈ23 年度 Ｈ24 年度 Ｈ25 年度 

活動件数（延べ件数） 514 407 404 399 559

会員数 

依頼会員 118 126 137 142 142

提供会員 48 48 52 59 65

両方会員 22 24 24 25 22

合計 188 198 213 226 229

資料：子育て支援課 
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（３）幼稚園の状況 

本町の平成 26 年の幼稚園の施設数は、公立が 0 か所、私立が 2 か所となっています。

入所児童数は、平成 23 年以降、減少傾向で推移しています。充足率は平成 22 年が最も

高く 40.0%となっていますが、以降は 30％台で推移しています。 

区分 Ｈ22 年 Ｈ23 年 Ｈ24 年 Ｈ25 年 Ｈ26 年 

公立 

施設数（か所） 0 0 0 0 0

定員（人） 0 0 0 0 0

入園児数（人） 0 0 0 0 0

充足率（%） 0 0 0 0 0

私立 

施設数（か所） 2 2 2 2 2

定員（人） 770 770 770 770 770

入園児数（人） 308 269 270 240 233

充足率（%） 40.0 34.9 35.1 31.2 30.3

合計 

施設数（か所） 2 2 2 2 2

定員（人） 770 770 770 770 770

入園児数（人） 308 269 270 240 233

充足率（%） 40.0 34.9 35.1 31.2 30.3

資料：子育て支援課（各年 5月 1日現在） 
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（４）小学校・中学校の状況 

① 小学校の状況

本町の小学校は平成 26 年では 6 校あり、児童数は 1,241 人となっています。児童

数は平成 22 年から減少傾向で推移しています。 

区分 Ｈ22 年 Ｈ23 年 Ｈ24 年 Ｈ25 年 Ｈ26 年 

児童数（人） 1,414 1,395 1,346 1,291 1,241 

学校数（校） 6 6 6 6 6

資料：学校教育課（各年 5 月 1日現在） 

② 中学校の状況

本町の中学校は平成 26 年では 3 校あり、生徒数は 735 人となっています。平成 22

年度末に学校数が 1 校減少し、生徒数は平成 22 年から減少傾向で推移しています。 

区分 Ｈ22 年 Ｈ23 年 Ｈ24 年 Ｈ25 年 Ｈ26 年 

生徒数（人） 885 799 769 740 735 

学校数（校） 4 3 3 3 3

資料：学校教育課（各年 5 月 1日現在）（平成 22 年度末で 1校廃校） 

（５）障害児通園施設の状況 

障害児通園施設（児童発達支援及び放課後等デイサービス）の延べ利用件数は、増加傾

向で推移しています。 

【単位：上段（延べ利用件数）、下段（実利用人数）】 

Ｈ21 年度 Ｈ22 年度 Ｈ23 年度 Ｈ24 年度 Ｈ25 年度 

児童デイサービス 
92 件 

12 人 

148 件

15 人

167 件

22 人
－ － 

児童発達支援 － － － 
1 件 

1 人 

17 件

5 人

放課後等デイサービス － － －
150 件 

18 人 

137 件

16 人

資料：福祉介護課 
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（６）児童虐待などの現状 

① 子育て支援課への相談件数

平成 25 年度の子育て支援課への相談件数は 31 件で、そのうち、「家庭環境（虐待）」

の相談内容が全体の 7 割程度を占めています。 

区分 Ｈ21 年度 Ｈ22 年度 Ｈ23 年度 Ｈ24 年度 Ｈ25 年度 

家庭環境（虐待） 5 4 28 22 22 

家庭環境（その他） 1 1 5 2 2

保健相談 0 0 1 1 0

障害相談 0 0 1 0 3

非行相談 0 0 1 1 1

育成相談 0 0 12 12 3 

その他 0 0 2 0 0

合計（件） 6 5 50 38 31

資料：子育て支援課 

② 児童虐待認知件数

平成 21 年度から平成 25 年度にかけての児童虐待認知件数は大幅に増加しています。 

また、平成 25 年度は 22 件で、「ネグレクト」が 10 件、「身体的虐待」が 6 件、「心

理的虐待」が 5 件などとなっています。 

区分 Ｈ21 年度 Ｈ22 年度 Ｈ23 年度 Ｈ24 年度 Ｈ25 年度 

児童虐待認知件数 5 4 28 22 22 

資料：子育て支援課 

○平成 25 年度の児童虐待認知件数の内訳

区分 0～3歳児 3～就学前児 小学生 中学生 高校生～18歳 合計 

身体的虐待 1 1 2 2 0 6

心理的虐待 0 0 4 1 0 5

ネグレクト 1 3 3 3 0 10

性的虐待 0 1 0 0 0 1

合計（件） 2 5 9 6 0 22

資料：子育て支援課 
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３ 母子保健サービスの現状 

（１）出産年齢 

近年の晩婚・晩産傾向により、本町においても出産年齢は年々高齢化しています。母の

出産年齢をみると 30～34 歳が最も多く、35 歳以上が約 26％を占め、4 人に 1 人が高

齢出産となっています。 

高齢での妊娠のリスクは高く、産後の援助をする妊婦の親も高齢となり、産後育児の負

担が大きいことが考えられます。高齢妊婦の増えている背景には、不妊治療の増加があり

ます。 

■母の出産年齢（平成 25 年度生まれ）

～19 20～24 25～29 30～34 35～39 40～44 45～ 計 

人 数 2 21 40 63 34 9 0 169

割 合 ( % ) 1.2 12.4 23.7 37.3 20.1 5.3 0.0 100.0

全国平均(％) 1.2 9.2 28.2 35.5 21.7 4.1 0.1 100.0

全国平均 2014/2015「国民衛生の動向」より 

■出産順位別にみた母の平均出産年齢(平成 25 年度生まれ）

第１子 第 2子 第 3子 第 4子 計 

人 数 65 75 25 4 169

平 均 年 齢 29.3 31.1 33.4 37.5 

全 国 平 均 30.3 32.1 33.3

全国平均 2014/2015「国民衛生の動向」より 

■第 1子の母の出産年齢別構成割合（平成 25 年度生まれ）

～19 20～24 25～29 30～34 35～39 40～44 45～ 計 

人 数 2 12 18 21 10 2 0 65

割 合 ( % ) 3.1 18.5 27.6 32.3 15.4 3.1 0.0 100.0

全国平均(％) 2.4 13.1 33.7 31.6 15.9 3.2 0.1 100.0

全国平均 2014/2015「国民衛生の動向」より 
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（２）妊娠 11 週以前の妊娠の届出 

妊娠中の健康管理及び妊娠高血圧症候群や妊娠糖尿をはじめとする妊娠中の異常を早期

発見し、必要な治療に結びつけるためには、妊娠の早期届出（妊娠 11 週以前の届出）や

妊婦健康診査の確実な受診等の健康行動と健康管理に努める必要があります。約 90％の妊

婦は、妊娠週数 11 週以前の届出となっていますが、外国籍妊婦の多くが飛び込み出産や

出産後の届出となっており周知方法が課題となっています。 

■妊娠週数別届出人数(平成 25 年度生まれ）

～11週 12～15 週 16～19 週 20 週～ 出生後 不詳 計 

人 数 157（1） 8（1） 0 3（1） 2（2） 3（1） 173（6）

割合(%) 90.8 4.6 0.0 1.7 1.2 1.7 100.0

( )内 外国籍妊婦数 

（３）妊娠前の母の健康 

10 代・20 代の妊婦はやせが多く、胎児への低栄養が心配されます。学齢期・思春期か

ら適正体重ではなかったことが推測されます。年代が高くなるほど肥満の妊婦の割合が高

くなっています。やせは低出生体重児が生まれやすくなり、肥満は妊娠高血圧症につなが

り、胎児期からの生活習慣病になりやすさの誘因になると言われています。 

■妊婦前の母の体格（平成 25 年度生まれ）

18.5 未満 18.5～25 未満 25 以上 合計 

ＢＭＩ 22 85 11 118

割合(%) 18.6 72.1 9.3 100.0

22 年全国平均 19.6 72.1 8.3 100.0

＊118 人；身長・体重不詳者を除く 全国平均 平成 22 年乳幼児身体発育調査報告書より 

■ＢＭＩ18.5 未満者の年代別人数 ■ＢＭＩ25 以上者の年代別人数

10代 

合計2人 

20 代 

合計 39人 

30 代 

合計 76 人

40 代 

合計7人

10 代 

合計 2人

20 代 

合計 39人

30 代 

合計70人 

40 代 

合計 7人

人 数 1 8 13 0 0 1 8 2

BMI（体格指数：Body Mass Index） 

「体重(kg)/身長(m)２」で算出される体格指数であり、BMI25 以上を肥満、BMI18.5 未満をやせと判定するもの（日本肥満

学会） 
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（４）出生体重 

低出生体重児の出生割合は、高くなっています。低出生体重児は胎児に病気のある場合

と胎内で低栄養だった場合があります。低体重児を減らすためには、妊娠前の母のからだ

が健康であることが重要です。 

■出生体重（平成 25 年度生まれ）

体重(g) ～999 
1,000～

1,499 

1,500～

1,999 

2,000～

2,499 

2,500～

2,999 

3,000～

3,499 

3,500～

3,999 
4,000～ 計 

人 数 0 0 1 11 75 59 20 2 168

割合(%) 0.0 0.0 0.6 6.5 44.7 35.1 11.9 1.2 100.0

全国平均 0.3 0.5 1.2 7.7 38.7 41.1 9.7 0.8 100.0

＊低出生体重児；2,500g 未満の出生 計 12 人（7.1％）全国割合（9.7％） 

全国平均 2014/2015「国民衛生の動向」より 

■妊娠期間別出生数（平成 25 年度生まれ）

満 28週未満 満 28～31 週 満 32～36 週 満 37～41 週 満 42 週以上 計 

人 数 0 0 5 163 0 168

割合(%) 0.0 0.0 3.0 97.0 0.0 100.0

全国平均 0.3 0.5 5.0 93.9 0.3 100.0

全国平均 2014/2015「国民衛生の動向」より 

（５）子どものからだ 

町では、4 か月・10 か月・1 歳 6 か月・2 歳・3 歳の乳幼児健康診査を実施していま

す。健診では発育発達の診断と育児支援が重視されます。3 歳児健診で既に肥満傾向を示

す児は全体の７％おり、小児期からの適正体重の維持と生活習慣病予防が大切です。 

■平成 25 年度 ３歳児健康診査のやせと肥満児の割合

やせすぎ やせ ふつう 太りぎみ やや太りすぎ 太りすぎ 計 

人 数 0 0 170 9 4 0 183

割合(％) 0.0 0.0 92.9 4.9 2.2 0 100.0
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４ ニーズ調査結果からわかる現状 

本計画の策定に向けて、幼稚園・保育所・学童保育室などの教育・保育・子育て支援を計

画的に整備するために、町民の利用状況や利用希望を把握することを目的とした、「子ども・

子育て支援事業に関するニーズ調査」を実施しました。 

■調査期間

平成 25 年 11 月 8 日～平成 25 年 11 月 27 日

■調査対象者

平成 25 年 10 月 1 日現在住民基本台帳に掲載されている就学前の児童及び学童保育を

利用している児童から抽出。 

配布枚数 回収数 回収率 

就 学 前 児 童 864 件 599 件 69.3% 

学童保育室利用者 244 件 189 件 77.5% 

ニーズ調査結果の活用 

① 国必須設問を中心とした「子ども・子育て支援事業に関するニーズ調査」の実施

② 国配布のワークシートにより、教育・保育事業や地域子ども・子育て支援事業の

ニーズ量を算出 

③ 本町のこれまでの事業実績、地域の状況や算出したニーズ量を検証し、本町の各

事業の量の見込みを設定 

④ 本町の各事業の量の見込みに応じた整備計画を策定
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（１）子どもの育ちをめぐる環境 

 

① 子育てや教育に日常的に関わっている施設、もっとも影響する環境 

子育てや教育に日常的に関わっている施設は、「保育所」の割合が 55.8％と最も高く、

「施設は利用していない」が 19.4％で続いています。また、子育てや教育にもっとも影響

する環境では、「家庭」が 95.2％と最も高く、次いで「保育所」が 60.9％、「地域」が

37.4％となっています。 

 

▲日常的に関わっている施設           ▲もっとも影響する環境 

  

※グラフはともに複数回答でグラフ中凡例 nは回答者数（以下同様）。就学前調査集計（特記がない限り以下同様） 

 

 

②子育てや教育をする上での相談相手の有無 

子育てや教育をする上で気軽に相談できる

相手の有無は、「いる/ある」の割合が 92.3％

と高く、「いない/ない」の割合は 3.2％とな

っています。 

また、気軽に相談できる先は、「祖父母等の

親族（86.8％）」「友人や知人（78.7％）」の

割合がいずれも7割を超え高くなっています。 

 

 

 

17.9%

55.8%

1.5%

19.4%

6.2%

1.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

幼稚園

保育所

認定こども園

施設は利用していない

その他

無回答 n=599

いる／ある

92.3%

いない／ない

3.2%

無回答 4.5%

n=599

95.2%

37.4%

33.9%

60.9%

7.2%

2.2%

0.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

家庭

地域

幼稚園

保育所

認定こども園

その他

無回答 n=599
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（２）保護者などの就労の状況 

下のグラフは、今回の調査結果により父母の就労状況の組み合わせ（家庭類型）を示し

たものです。 

現在の家庭類型では、「専業主婦（夫）」の割合が 31.0％と最も高く、「フルタイム×フ

ルタイム」28.8％、「フルタイム×パートタイム（月 120 時間以上＋64 時間～120 時

間の一部）」が 22.2％で続いています。 

今後の就労希望などを勘案した潜在の家庭類型では、「専業主婦（夫）」の割合が減少し、

「フルタイム×フルタイム」などの共働き世帯が増加しています。 

※グラフ中、「現在」は現在の就労状況、「潜在」は今後の就労希望を勘案した割合となっている。 

※グラフ中、パートタイムの時間区分は、新制度による保育の必要性の認定の際、保育時間（保育標準時間と

保育短時間）を定める指標となるもので、本町では、120 時間は保育標準時間の下限、64 時間は保育短時間

の下限としている。 

9.0%

28.8%

22.2%

8.1%

31.0%

0.4%

0.4%

0.4%

9.0%

31.7%

22.7%

8.8%

26.7%

0.4%

0.4%

0.4%

0% 10% 20% 30% 40%

タイプA：ひとり親

タイプB：フルタイム×フルタイム

タイプC：フルタイム×パートタイム

(月120時間以上＋64時間～120時間の一部）

タイプC’：フルタイム×パートタイム

（64時間未満＋64時間～120時間の一部）

タイプD：専業主婦（夫）

タイプE：パート×パート

(双方月120時間以上＋64時間～120時間の一部）

タイプE’：パート×パート

（いずれかが48時間未満＋64時間～120時間の一部）

タイプF：無業×無業
現在（n=546）

潜在（n=546）
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（３）教育・保育の利用状況と利用意向 

幼稚園や保育所（園）などの定期的な教育・保育の利用状況は、「利用している」が 74.5％

に対し、「利用していない」が 25.5％となっています。年齢別の利用状況をみると 3 歳未

満児では、定期的な教育・保育の利用は 40.0％で、3 歳以上児になると利用が一段と増加

し、大半の児童について利用がみられます。 

また、現在利用している教育・保育の種類では、「認可保育所」の割合が 74.2％と最も

高くなっています。 

さらに、今後の利用意向では、「認可保育所」や「幼稚園」の割合が高い中、「幼稚園」「幼

稚園の預かり保育」「認定こども園」「事業所内保育施設」「ファミリー・サポート・センタ

ー」などが、現況と比較すると利用意向が高くなっています。 

 

▲幼稚園や保育所（園）などの定期的な教育・保育の利用 

 

▲幼稚園や保育所（園）などの定期的な教育・保育の利用における年齢別利用状況 

 

 

 

 

 

利用している

74.5%

利用していない

25.5%

無回答 0.0%

n=599

40.0%

60.0%

0.0%

94.4%

5.6%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用している

利用していない

無回答
3歳未満（n=220）

3歳以上（n=376）
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▲教育・保育の利用状況と利用意向 

※グラフはともに複数回答 

21.7%

3.8%

74.2%

2.0%

0.0%

0.7%

0.7%

0.4%

0.0%

0.4%

0.9%

0.0%

37.2%

17.0%

65.6%

12.5%

4.5%

1.7%

11.0%

1.2%

1.2%

2.8%

10.2%

1.3%

3.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

１．幼稚園

２．幼稚園の預かり保育

３．認可保育所

４．認定こども園

５．小規模な保育施設

６．家庭的保育

７．事業所内保育施設

８．家庭保育室・ナーサリールーム

９．その他の認可外の保育施設

１０．居宅訪問型保育

１１．ファミリー・サポート・センター

その他

無回答

現在の利用

（n=446）

利用意向

（n=599）
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（４）小学校就学後の放課後の過ごし方 

小学校就学後の放課後の過ごし方は、低学年では「自宅」が 6 割近くとなり、「習い事（ピ

アノ教室、サッカークラブ、学習塾など）」の割合が 4 割を超え、「放課後児童クラブ〔学

童保育〕」の割合も高くなっています。また、高学年では「自宅」が低学年と同じ割合で、

「習い事（ピアノ教室、サッカークラブ、学習塾など）」などの割合が比較するとかなり増

加し、「放課後児童クラブ〔学童保育〕」の割合が減少しています。 

 

 

※グラフは 5 歳児のみの設問で、複数回答 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

59.3%

21.6%

45.7%

4.9%

9.9%

38.9%

0.0%

13.0%

7.4%

59.3%

27.2%

60.5%

3.1%

9.9%

21.6%

0.0%

14.8%

8.6%

0% 20% 40% 60% 80%

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

習い事（ピアノ教室、サッカークラブ、学習塾など）

児童館

放課後子ども教室

放課後児童クラブ〔学童保育〕

ファミリー・サポート・センター

その他（公民館、公園など）

無回答

1～3年生（n=162）

4～6年生（n=162）
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（５）育児休業を取得していない理由 

育児休業を取得していない理由は、「母親」では、「子育てや家事に専念するため退職し

た」の割合が 47.4％と高く、「父親」では、「配偶者が無職、祖父母等の親族にみてもらえ

るなど、制度を利用する必要がなかった（33.9％）」「仕事が忙しかった（32.1％）」「職

場に育児休業を取りにくい雰囲気があった（31.3％）」の割合がそれぞれ 3 割を超え比較

的高くなっています。 

※グラフは複数回答 

22.1%

15.8%

1.1%

11.6%

0.0%

11.6%

2.1%

0.0%

6.3%

47.4%

20.0%

3.2%

0.0%

2.1%

16.8%

4.2%

31.3%

32.1%

0.2%

5.7%

5.3%

27.8%

1.4%

22.5%

33.9%

4.5%

12.9%

0.6%

2.5%

0.4%

6.7%

6.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

職場に育児休業を取りにくい雰囲気があった

仕事が忙しかった

（産休後に）仕事に早く復帰したかった

仕事に戻るのが難しそうだった

昇給・昇格などが遅れそうだった

収入減となり、経済的に苦しくなる

保育所などに預けることができた

配偶者が育児休業制度を利用した

配偶者が無職、祖父母等の親族にみてもらえ

るなど、制度を利用する必要がなかった

子育てや家事に専念するため退職した

職場に育児休業の制度がなかった（就業規則

に定めがなかった）

有期雇用のため育児休業の取得要件を満た

さなかった

育児休業を取得できることを知らなかった

産前産後の休暇（産前６週間、産後８週間）を

取得できることを知らず、退職した

その他

無回答

母親（n=95）

父親（n=489）
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５ 次世代育成支援行動計画の進捗状況 

（１）特定事業の進捗状況 

次世代育成支援行動計画（後期計画）における特定事業の進ちょく状況は以下のとおり

です。 

病児・病後児保育事業については平成 26 年度までに実施できませんでしたが、ファミ

リー・サポート・センターにおいて平成 25 年７月から病児・病後児預かり事業を開始し

ました。しかし、平成 26 年 10 月 1 日時点では病児・病後児預かり事業の利用は 1 件も

ありません。今後の検討課題とします。 

休日保育事業に多少のニーズがあるものの、公立３か所（場所は１か所に集約）及び私

立３か所で土曜日保育を実施しているが利用は少なく、ファミリー・サポート・センター

で対応できる状況です。 

子育て支援サービス 
平成 26 年度 

目標事業量 

平成 26 年度 

実績見込み 

①通常保育事業
0～2歳児 定員数 270 人

3～5歳児 定員数 242 人

設置箇所数 6 か所

0～2歳児 定員数 125 人

3～5歳児 定員数 345 人

設置箇所数 6 か所

②延長保育事業
0～5歳児 定員数 36 人

実施箇所数 6 か所

0～5歳児 1 日の利用者数 4 人程度

実施箇所数 4 か所

③夜間保育事業 － －

④子育て短期支援事業

（トワイライトステイ） 
－ －

⑤休日保育事業
0～5歳児 9 人

実施箇所数 1 か所

0～5歳児 0 人

実施箇所数 0 か所

⑥病児・病後児保育事業
【体調不良型】実施箇所数 0 か所

【病児病後児対応型】利用定員 7 人/日

実施箇所数 1 か所

【体調不良型】実施箇所数 0 か所

【病児病後児対応型】利用定員 0 人/日

実施箇所数 0 か所

⑦放課後児童健全育成事業

（学童保育室） 

6～11 歳児 定員数 324 人

実施箇所数 7 か所

6～11 歳児 利用数 280 人

実施箇所数 7 か所

⑧一時預かり事業

（一時保育事業） 

0～5歳児 定員数 18 人

実施箇所数 3 か所

0～5歳児 定員数 9人程度

実施箇所数 2 か所

⑨地域子育て支援拠点事業
実施箇所数合計 2 か所

センター型 1 か所

児童館型 1 か所

実施箇所数合計 2 か所

センター型 1 か所

児童館型 1 か所

⑩ﾌｧﾐﾘｰ・ｻﾎﾟｰﾄ・ｾﾝﾀｰ事業 実施箇所数 1 か所
実施箇所数 1 か所

（平成 25 年度から病児・病後児預かりを開始）

⑪子育て短期支援事業

（ショートステイ） 
－ －

※特定事業とは、国が保育事業など子育て支援策において重要な事業を選び、市町村が地域行動計画を策定する

際に、具体的な数値目標を設定することとしている事業。 



（２）

次世

れぞれ

特定

分野１

①

②

③

④

①地域

核

近な

して

して

②保育

保

も行

られ

放

利用

担軽

③子育

さ

談し

窓口

個

育て

ます

特定事業以

世代育成支援

れの事業を推

定事業以外の

１ 地域にお

①地域における

②保育サービス

③子育て支援の

④児童の健全育

域における子

核家族化が進

な地域に相談

ています。親

ていくことが

育サービスの

保育サービス

行っています

れています。

放課後の子ど

用者が安心し

軽減を図るこ

育て支援のネ

さまざまな子

してよいのか

口の設置が必

個々の子育て

てサークルの

す。 

以外の主な

援行動計画

推進していま

の主な事業の

おける子育

る子育て支援サ

スの充実 

のネットワーク

育成 

子育て支援サ

進むなかで、

談できる相手

親と子の育ち

が必要となっ

の充実 

スについては

すが、さら

。 

どもの活動の

してサービス

ことも課題で

ネットワーク

子育て支援サ

か、具体的な

必要となって

て家庭が状況

の育成・支援

事業の状況

（後期計画

ます。 

の進捗状況や

ての支援 

サービスの充実

クづくり 

サービスの

、地域にお

手がいない

ちを地域や

っています。

は、通常保

に、病児・

の場を確保

スを利用で

です。 

クづくり 

サービスが

なサービス

ています。

況に応じて

援を含めた
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況 

画）において

や推進上の

実 

充実 

おいて人と人

など、子育

や行政で支え

。 

保育のほか、

病後児保育

保するために

きるよう質

が展開されて

ス内容が把握

て適切なサー

、子育て支

第２章

ては、特定事

の課題等は以

人とのつなが

育てを行う家

え、子育てが

延長保育、

育、休日保育

に放課後学童

質の向上が必

ているなかで

握しづらいな

ービスを選択

支援ネットワ

子ども・子育

事業以外に基

以下のとおり

がりが薄れて

家庭への不安

が家庭の中で

一時預かり

育の実施等さ

童クラブを開

必要であり、

で、利用者に

なかで、的確

択し、利用で

ワークづくり

育てをめぐる本

基本目標に沿

りです。 

てきている今

安感や負担感

で孤立しない

り、障害児保

さらなる充実

開設していま

保護者会の

にとってはど

確な情報発信

できる環境整

りが必要とな

本町の現状 

沿ったそ

今日、身

感が増大

いように

保育など

実が求め

ますが、

の事務負

どこに相

信と相談

整備や子

なってい



④児童

今

関係

によ

こ

べ、

分野２

①

②

③

④

①子ど

近

高齢

やせ

負担

児に

妊

様々

通じ

サー

②「食

幼

られ

診査

身に

活の

③思春

子

童の健全育成

今までの子ど

係を育み、ひ

よる児童数の

このため、豊

安全に過ご

２ 母子の健

①子どもや母親

②「食育」の推

③思春期保健対

④小児医療の充

どもや母親の

近年の晩婚化

齢妊婦の増加

せ傾向による

担感等も増大

についての正

妊婦健康診査

々な情報を得

じた妊娠・出

ービス提供体

食育」の推進

幼少期に培わ

れており、栄

査や乳幼児健

につけること

の普及啓発が

春期保健対策

子どもたちを

成 

どもたちは、

ひいては生き

の減少や核家

豊かな自然環

ごすことので

健康の確保及

親の健康の確保

推進 

対策の充実 

充実 

の健康の確保

化・晩産化や

加に伴う不妊

る低出生体重

大しています

正しい知識の

査や乳幼児健

得る機会とな

出産・産後の

体制や相談体

進 

われる味覚や

栄養の大切さ

健康相談など

とを支援し、

が重要です。

策の充実 

を取り巻く家

、お互いの

きる力も培

家族化の進行

環境や歴史

できる放課後

及び増進 

保 

保 

や未婚率の上

妊治療によ

重児等の課

す。そのた

の普及が重要

健康診査、予

なります。

の育児につな

体制の充実が

や食事の嗜

さや食習慣

どを通じ、「

、バランス

。 

家庭環境や社
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の活動や遊び

培ってきまし

行により少

史・文化を活

後や週末等の

上昇等、子育

る多胎児の

課題がありま

め、妊娠前

要です。 

予防接種等の

母子が安心

ながる切れ目

が求められ

嗜好は、成人

慣、肥満など

「早寝、早起

スのとれた食

社会環境が

第２章

び等さまざま

した。このよ

少なくなりま

活かし、児童

の活動の場

育て世代の家

の増加、また

ます。さらに

前からの女性

の母子保健事

心して生活で

目のない母子

れます。 

人してからの

どに注意する

起き、朝ごは

食生活、おい

が大きく変化

子ども・子育

まな場で自然

ような活動等

ました。 

童が自主的に

づくりが必

家族形態が多

た若年女性等

に親の育児不

性の健康管理

事業は、子ど

できるよう、

子保健サービ

の食習慣に影

る必要があり

はん」などの

いしく・楽し

化しているた

育てをめぐる本

然と仲間意識

等は、近年の

に参加し、自

必要となって

多様化してい

等の喫煙・飲

不安や子育て

理や妊娠・出

どもや親に関

ライフサイ

ビスが必要と

影響を与える

ります。乳幼

の正しい生活

しく・規則正

ため、子ども

本町の現状 

識や信頼

の少子化

自由に遊

ています。 

います。

飲酒や、

てに伴う

出産・育

関わり、

イクルを

とされ、

ると考え

幼児健康

活習慣を

正しい生

もたちの、



身体

多様

の心

煙・

が必

④小児

小

題で

を含

小

日夜

を行

と連

ま

談事

を行

支援

分野３

①

②

③

④

①次代

少

増え

ちに

築く

②子ど

少

体的・精神的

様化していま

心身の健康づ

・薬物等に関

必要です。 

児医療の充実

小児救急医療

です。幅広く

含む多くの小

小児救急医療

夜間救急セン

行う小児救急

連携を図る必

また、保護者

事業♯8000

行うとともに

援を行う必要

３ 子どもの

①次代の親の育

②子どもの生き

③家庭や地域の

④子どもを取り

代の親の育成

少子化の影響

えています。

に対する子育

くことの大切

どもの生きる

少子化の影響

的発達が早ま

ます。十代の

づくりに直結

関する教育、

実 

療の確保は、

く初期診療を

小児患者が、

療について外

ンター、小児

急医療拠点病

必要がありま

者の子どもの

0」等、保護

に、地域医師

要があります

の心身の健や

育成 

きる力の育成に

の教育力の向上

り巻く有害環境

成 

響により、子

。今後子育て

育ての楽しさ

切さについて

る力の育成に

響で兄弟姉妹

まっていま

の自殺や性

結する重要

、学童期・

、安心して

を実施する

、休日・夜間

外来受診や

児初期救急

病院による

ます。 

の病気やけ

護者が夜間

師会等と連

す。 

やかな成長

に向けた学校の

上 

境対策の推進

子どもたち

ての知識や

さや大切さ

ての啓発が必

に向けた学校

妹がいない
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す。このた

性や不健康な

要な課題です

思春期にお

て子どもを産

小児科医の

間に病院に

や入院治療体

急センターな

二次救急医

がに関する

などに相談

連携し、保護

に向けた教

の教育環境の整

が乳幼児と

や経験の継承

、子どもを

必要となっ

校の教育環

子どもが増

第２章

ため、性に関

なやせなどの

す。適切な性

おける心の問

産み、健やか

の減少や保護

集中してい

体制を確保す

などによる初

医療などの整

る不安に対応

談できる窓口

護者に対する

教育環境の整

整備 

と接する機会

承が重要であ

を産み育てる

ています。

環境の整備

増えています

子ども・子育

関する意識や

の思春期の保

性に関する教

問題への専門

かに育てる基

護者の大病院

いる現状があ

するために、

初期救急医療

整備・構築に

応するための

口の利活用を

る小児救急の

整備 

会が少ないま

あり、次代の

る意義や男女

 

す。このため

育てをめぐる本

や価値観につ

保健対策は、

教育指導の充

門的相談体制

基礎として重

院志向など、

あります。 

在宅当番医

療と、広域的

に向け、管内

の「小児救急

をすすめ、啓

の知識啓発の

まま親になる

の親となる子

女が協力して

め、子どもた

本町の現状 

ついても

次世代

充実と喫

制の強化

重要な課

軽傷者

医制や休

的な対応

内市町村

急電話相

啓発支援

のための

る世代が

子どもた

て家庭を

たち同士



の交

いま

③家

核

親た

向上

④子

子

報が

分野４

①

②

③

①良質

妊

性が

とな

②安心

す

自由

が求

③安全

子

ど犯

交流や学び合

ます。 

庭や地域の

核家族化や地

たちが、さま

上させること

どもを取り

子どもたちに

が容易に得ら

４ 子育てを

①良質な住宅及

②安心して外出

③安全・安心ま

質な住宅及び

妊産婦や乳幼

が多い通学路

なっています

心して外出で

すべての人が

由に、つかい

求められてい

全・安心まち

子どもや子ど

犯罪防止に配

合いの場が少

の教育力の向

地域のつなが

まざまな活動

とが必要です

巻く有害環

に携帯電話

られる状況に

を支援する生

及び居住環境の

出できる環境の

まちづくりの推

び居住環境の

幼児連れの親

路においては

す。 

できる環境の

が安心して外

いやすい」

います。 

ちづくりの推

ども連れの親

配慮したまち

少なくなり

向上 

がりが希薄化

動に参加し

す。 

環境対策の推

・スマホの

になっていま

生活環境の

の確保 

の整備 

推進等 

の確保 

親などが安

は、歩道の

の整備 

外出できるよ

というユニ

推進等 

親等が犯罪

ちづくりが必
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、子どもの

化していて

し、地域との

推進 

の利用増加や

ます。これ

整備 

安心して外出

の整備や安全

よう、公共施

ニバーサルデ

罪等の被害に

必要となっ

第２章

の生きる力や

、家庭での

の交流等を通

やインターネ

れらの対策が

出できる道路

全で安心な歩

施設等におい

デザインの考

に遭わないよ

ています。

子ども・子育

や自立性の育

子育てが難

通じて学び合

ネット等の普

が求められて

路交通環境の

歩行空間を確

いては、「ど

考え方による

ように、道路

 

育てをめぐる本

育成が必要と

難しくなって

合い、家庭教

普及により、

ています。 

の整備や事故

確保すること

こでも、だれ

る子育て環境

路や公園、駐

本町の現状 

となって

ています。

教育力を

、有害情

故の危険

とが重要

れでも、

境の整備

駐車場な



分野５

①

②

 

①仕事

核

依然

問わ

す。

ま

ふれ

育児

きる

ファ

 

②仕事

男

取り

社会

 

 

分野６

①

②

③

 

①子ど

子

力体

す。

 

②防犯

子

とす

５ 仕事と生

①仕事と生活の

②仕事と子育て

事と生活の調

核家族化や女

然として男女

わず、個人と

 

また、子ども

れあう機会が

児休業などが

る職場環境づ

ァミリー・サ

事と子育ての

男女がお互い

り組んでいく

会全体の意識

６ 子ども等

①子どもの交通

②防犯活動、防

③被害に遭った

どもの交通安

子どもを交通

体制のもとに

 

犯活動、防災

子どもを犯罪

する犯罪の取

生活の調和の

の調和の実現の

ての両立の推進

調和の実現の

女性の社会進

女の役割に対

としての能力

もの急な病気

が取れない状

が気兼ねな

づくりが重要

サポート・セ

の両立の推進

いに仕事と子

くことが重要

識改革を含め

等の安全の確

通安全の確保 

防災対策の推進

た子どもの保護

安全の確保 

通事故から守

に、総合的な

災対策の推進

罪等の被害か

取締りや通学

の推進 

のための働き方

進 

のための働

進出により、

対する固定

力や個性を

気やケガな

状況等、仕事

く取れる職

要となって

センターの充

進 

子育てを両

要となって

めた男性の働

確保 

進 

護の推進 

守るため、

な交通事故

進 

から守るた

学路等のパ
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方の見直し 

き方の見直

、子育てを取

定的な考え方

を十分発揮で

などによる休

事と生活の調

職場環境の促

います。そ

充実が求め

両立させてい

います。その

働き方の見

警察や学校

故の防止に向

め、関係団

パトロール、

第２章

直し 

取り巻く環

方が残ってい

できるように

休暇取得の難

調和を考え

促進や働きな

それとともに

られていま

いくためには

のためには、

直しが必要

校、関係団体

向けた取組み

団体や地域の

犯罪等に関

子ども・子育

境は大きく

いるところも

に社会全体の

難しさや、仕

た働き方を

ながら子育て

に、病児・病

ます。 

は、お互いが

、男性の育児

要となります

体や地域がお

みを推進して

の協力のもと

関する迅速な

育てをめぐる本

変化してい

もあります。

の意識改革が

仕事のため子

を実現するた

てを楽しむこ

病後児保育の

が協力して子

児休業の取得

す。 

お互いに連携

ていく必要が

とに、子ども

な情報提供や

本町の現状 

いますが、

男女を

が必要で

子どもと

ためには、

ことので

の実施や

子育てに

得など、

携した協

がありま

もを対象

や情報交



換等

③被害

犯

た地

てい

分野

①

②

③

①児童

近

クト

に重

には

ま

場合

母

期・

庭の

てい

②ひと

離

図る

そ

な自

③障害

何

等が求められ

害に遭った子

犯罪、いじめ

地域の見守り

います。 

野７ 要保護

①児童虐待防止

②ひとり親家庭

③障害児施策の

童虐待防止対

近年、子育て

ト）に関する

重大な影響を

は保護・自立

また、子育て

合には、関係

母子健康手帳

・出産期早期

の把握、養育

いない家庭等

とり親家庭等

離婚等でひと

るために、生

そのために、

自立の促進が

害児施策の充

何らかの病気

れています。

子どもの保護

め、児童虐待

りをはじめ、

護児童への対

止対策の充実 

庭等の自立支援

の充実 

対策の充実 

て中の親か

る相談が増え

を与えるため

立支援に至る

て中の親の精

係機関との連

帳交付時の面

期からの支援

育支援訪問事

等への早期対

等の自立支援

とり親家庭等

生活や就労に

、ひとり親家

が必要とされ

充実 

気や障害を抱

。 

護の推進 

待等の被害

、子どもに

対応などき

援の推進 

らの虐待あ

えています

め、虐待防

るまで切れ目

精神的負担

連携を含めた

面接などに

援のための

事業等によ

対応が重要と

援の推進 

等が増加し

に関する自立

家庭等が心

れています。

抱えながら
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を受けてし

対するカウ

め細かな取

るいはＤＶ

。これらの

防止に向けた

目のない総

の軽減に向

た迅速かつ

よる望まな

医療機関と

る継続した

となってい

しているなか

立支援が重

心豊かに生活

。 

生活する子

第２章

しまった子ど

ウセリングな

取組みの推進

Ｖに関わる児

の虐待は子ど

た発生予防か

合的な支援

向けた支援や

具体的な対

ない妊娠に対

との連携の強

た支援、乳幼

ます。 

かで、ひとり

要となって

活を送れるよ

子どもの背景

子ども・子育

どもに対して

など心のケア

進 

児童の相談、

どもの心身の

から早期発見

援が必要とな

や、児童虐待

対策を行うこ

対する相談体

強化、養育支

幼児健康診査

り親家庭等の

ています。 

よう、相談体

景には、近年

育てをめぐる本

て、再発防止

アの充実が求

育児怠慢

の発達や人格

見・早期対応

なっています

待の発生が疑

ことが重要で

体制の充実や

支援を必要と

査や予防接種

の児童の健全

体制の充実や

年の早期産児

本町の現状 

止に向け

求められ

（ネグレ

格の形成

応、さら

す。 

疑われる

です。 

や、妊娠

とする家

種を受け

全育成を

や経済的

児や極低
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出生体重児等の救命率が上がっていることもあります。障害の原因となる疾病や事故の

予防及び早期発見・治療の推進を図るために、妊婦及び乳幼児に対する健康診査や学校

における健康診断等を実施することが重要です。 

また、障害児の健全な発達を支援し、身近な地域で安心して生活できるよう、保健、

医療、福祉、教育等の連携により、子どもの発達段階に合わせた、適切な医療及び医学

的な支援の提供、教育における支援の充実が求められています。軽度発達障害児等の療

育や特別な教育が必要な児については、発育発達の状態に応じた適切な教育支援や放課

後児童クラブの受入れ推進など、将来の自立や社会参加に向けた様々な支援策を行うこ

とが必要となっています。 

さらに、障害のある子を持つ親の孤立化も見受けられるなかで、育児に余裕や自信が

もてない親子への支援が求められています。親が感じる「育てにくさ」に寄り添い、適

切な療育指導の実施や医療・福祉・保育・教育等の連携を図り、切れ目ない支援を提供

することが重要です。 




